
川崎市障害者施設等における自費検査費用補助金交付要綱 

 
令和５年１月２０日 

４川健障施第８５１号 
市長決裁 

 
 （通則） 

第１条 川崎市（以下「市」という。）は、障害者施設等における自費検査費用補助金（以下「補助

金」という。）について、予算の範囲内において交付するものとし、この交付については、川崎市

補助金等の交付に関する規則（平成 13 年３月 21 日規則第７号。以下「規則」という。）の規定に

よるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 
（目的） 

第２条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症の流行下において、本市内の障害者施設等（以下「施

設」という。）における感染者発生後に施設が実施する自主検査の費用の一部を補助することによ

り、感染拡大防止を図るための施設の取り組みを評価し、また、それら施設の更なる感染防止対策

を支援することを目的とする。 

 
 （補助対象経費及び限度額） 
第３条 補助対象経費については、別表に掲げる対象施設における新型コロナウイルス感染者発生

後の職員又は入所者に対して実施した検査に要した費用のうち、令和３年４月１日以降に実施し

たものを対象とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、他の制度による経費助成（補助）で交付されているもの及び行政検査

については本事業の対象としないものとする。 
 

（対象となる検査） 
第４条 補助金の対象となる検査は施設において新型コロナウイルス感染者発生後に実施した検査

のうち次に掲げるものとする。 
(１) ＰＣＲ検査 
(２) 抗原定量検査 
(３) 抗原定性検査 

 
（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、第４条に掲げる検査のうち１件について２０,０００円を限度として、支出

した対象経費の額から、寄付金、その他の収入額を控除した額と、別表に掲げる金額を比較して少

ない額とする。ただし、算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

る。 
 

（補助の申請） 



第６条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（第１号様式）に関係書類を添えて、

別に定める日までに市長あて提出するものとする。 
 
 （交付の決定） 
第７条 市長は、前条に規定する補助金交付申請書の提出があったときは、その内容について審査し、

予算の範囲内において補助金の交付の可否及び補助金額について決定し、川崎市指令書（第２号様

式）により結果を事業者に通知するものとする。 
 

（補助条件） 
第８条 前条による補助の決定には、次の条件を付するものとする。 

(１) 第１０条、第１６条及び第１８条から第１９条までの各規定に定める条件 
 (２) その他、市長が必要と認める条件 
 
（補助金の交付等） 

第９条 補助金は、補助事業完了後に市長が適当と認めた場合に交付する。 
 

（補助事業の変更） 
第１０条 補助金交付事業者は、当該補助金の交付対象となった事業(以下「補助事業」という。)に

ついて、次のいずれかに該当するときは、事業変更承認申請書（第３号様式）に関係書類を添えて

提出し、事業変更承認決定通知書（第４号様式）によりあらかじめ市長の承認を受けるものとする。

ただし、（１）及び（２）に掲げる事項のうち軽微なものについてはこの限りではない。 
(１) 事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

 (２) 事業の内容を変更しようとするとき。 
 

（報告の徴収等） 
第１１条 市長は、必要があると認めるときは、補助金交付事業者に対し補助事業の進捗状況等につ

いて、調査し、又は報告を徴することができる。 
 

（補助金交付決定の取り消し） 
第１２条 市長は、補助金交付事業者又は補助事業が次の各号に掲げる事項のいずれかに該当した

場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 
(３) この要綱に従って補助事業を行わなかったとき。 
(４) 補助金の交付決定の内容に適合しないとき。 
(５) 法令に違反したとき。 

２ 前項の規定は、第１７条の規定による交付すべき補助金の額の確定した後においても適用する

ものとする。 
  



（補助金の返還） 
第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業の当該

取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、その補助金の全部又は一部の返還

を命ずるものとする。 
２ 前項の規定は、第１７条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときも、同様とする。 
 

（加算金及び延滞金） 
第１４条 補助金交付事業者が第１２条の規定により補助金の交付決定を取り消され、前条の規定

によりその返還を命ぜられた場合の加算金の取扱いは、規則第１６条第１項から第３項までの規

定によるものとする。 
２ 補助金交付事業者が前条の規定により補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しな

かった場合の延滞金の取扱いは、規則第１６条第４項の規定によるものとする。 
 

（他の補助金等の一時停止等） 
第１５条 市長は、補助金交付事業者が、第１３条の規定による補助金の返還を命ぜられたにもかか

わらず、当該補助金の返還又は加算金若しくは延滞金の全部若しくは一部を納付しない場合にお

いて、他に同種の事務又は事業について交付すべき補助金があるときは、相当の限度額においてそ

の交付を一時停止し、又は当該補助金と未納付額とを相殺することができる。 
 

（事業実績報告） 
第１６条 補助金交付事業者は、補助事業が完了したとき、又は補助事業が完了する前に川崎市の会

計年度が終了したときは、速やかに、補助金に係る事業実績報告書（第５号様式）を市長へ報告し

なければならない。 
 
（補助金の額の確定及び通知） 

第１７条 市長は、前条第１項の事業実績の報告を受けたときは、その報告に係る補助事業の内容が

補助金の交付決定の内容に適合するものであるか否かを審査し、適合すると認めたときは、当該年

度内の実績に応じて交付すべき補助金の額を確定し、補助金交付額確定通知書（第６号様式）によ

り、補助金交付事業者に通知するものとする。 
 

（補助金の請求） 
第１８条 補助金交付事業者は、交付決定に係る補助金を請求するときは、川崎市金銭会計規則（昭

和 39 年４月１日川崎市規則第３１号）第８２条に規定する請求書を市長に提出するものとする。 
 

（関係書類の管理保管） 
第１９条 補助金交付事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管してお

かなければならない。 
  



（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 
第２０条 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者は、実績報告後

に消費税及び地方消費税の申告により補助金にかかる消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

が確定した場合は、仕入控除税額報告書（第７号様式）により、速やかに市長に報告しなければな

らない。なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であ

って、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消

費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 
また、市長に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を市に返還

しなければならない。 
    
附 則（令和５年１月２０日４川健障施第８５１号市長決裁） 

この要綱は、令和５年１月２０日から施行する。



別表 
 

対象となるサービス種別 第５条に定める額（円） サービス種別ごとに

定める額（円） 

療養介護 施設等の定員に２０，００

０円を乗じて得た額か、サ

ービス種別ごとに定める

額のうち高い額 

１，９７８，０００ 

共同生活援助（介護サービス包括型） ３３５，０００ 

共同生活援助（日中サービス支援型） ２５９，０００ 

共同生活援助（外部サービス利用型） １５０，０００ 

短期入所（ただし単独型に限り、医療

機関に開設されているものを除く。） 

１４６，０００ 

施設入所支援 １，０１３，０００ 

福祉型障害児入所支援 ９８５，０００ 

医療型障害児入所支援 ５２９，０００ 

注１ 感染者が発生した場合、１対象施設当たり職員及び入所者１人につき１件の検査について申

請を行うことができる。ただし、感染発生してから一定の期間経過後であった、感染者の発生に

至った事由が異なると客観的に判断される場合は、同一の者に対する検査について申請を行う

ことができる。 
注２ 対象施設は、補助金の申請時点で指定等を受けているものであり、休業中のものを含む。 
注３ 対象施設が、複数のサービス種別の指定を受けている場合、サービス種別ごとに定める額は、

最も高い金額のサービス種別のものを用いるものとする。 
 


